

























































































































































６） 迎由理男 [1981] 参照。









































































































（出典） 貯蓄増強委員会 [1973] 年表ほかより筆者作成
（図表４） 郵便貯金の預入限度額の拡大
万円
年 １９４７ １９５２ １９５５ １９６２ １９６５ １９７２ １９７３































































































































































１９８８ ２０００ ２０１０ ２０１６
金融資産計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
現金・預金 ５２．６ ５３．９ ５３．８ ５１．５
債務証券 ４．８ ３．４ ２．５ １．４
投資信託 ４．９ ２．４ ３．９ ５．４
株式等 １２．６ ８．６ ６．６ １０．０
保険・年金・保証 １８．６ ２６．７ ３０．１ ２８．８
その他 ６．５ ５．０ ３．１ ２．９
（出展） 資金循環統計
（図表６） 家計の貯蓄規模と貯蓄率の推移（３）１９８８年～２０１６年































































































































２１） 全国銀行協会 [2008] 参照。
２２） Web サイト上で１年間１２０万円の仮想資金をもとに投資し，投資に必要な基礎的な知識，
考え方を学んでいる。
２３） 金融広報中央委員会 HP の掲載先による。
図表８ プログラム実施状況（２０１７年３月現在）
名 称 開始時期 回数 参加人数
日経 STOCK リーグ ２０００年 ２６，１１８チーム １０．４万人
大学向け金融教育講座 ２００１年 １，７５８校 ２２．８万人
社会人向け金融学習講座 ２００３年 ７，８５０回 ３９．２万人
出張授業（小中高校，大学，教員） ２００８年 １，０６６件 ４．３万人

































































































































































































































を示唆している。また，小山内他 [2014]，観音寺 [2017] では，日米の金融教
育を比較した上で，金融リテラシーの概念の明確化や金融教育の全体像を描く




























































































































２００５年 ０．７ ７．１ ８９．１
２００６年 １．０ ９．６ ８８．７
２００７年 １．１ １１．０ ８６．５
２００８年 ０．９ ８．８ ８９．５
２００９年 ０．８ ８．７ ９０．１
２０１０年＊ １．３ ９．８ ８８．２
２０１１年 １．１ ８．９ ８９．３
２０１２年 １．１ ８．９ ８９．２
２０１３年 ０．９ ８．７ ８９．５
２０１４年 １．０ ８．０ ９０．２
２０１５年 ０．９ ８．４ ８９．８
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